
まえがき

1998年５月21日、インドネシア共和国大統領として32年間にわたり君臨し

たスハルト大統領が辞任を表明して、約７年が経つ。スハルト時代、大統領の

悪口を口が裂けても言えなかったインドネシア国民が、掌
てのひら

を返したように「ス

ハルトは良くないやつだ（“Soeharto tidak bagus yah.”）。」と公然と批判するよう

になり、経済危機の最中とはいえ、言論の自由など民主化により社会が良い方

向に進むのではないかとの期待が、内外で少なからず感じられた。

しかし、スハルト政権崩壊後、ハビビ、ワヒド、メガワティとわずか３年で

３人も大統領が交代するなど政治は不安定な様相を呈し、2001年頃から労働

組合運動が激化するなど投資環境が悪化し、一部の企業はインドネシアから撤

退し、また失業率も上昇した。民主化の恩恵には計り知れないものがあるもの

の、2003年頃からは、「ワヒド、メガワティにも期待はしたが、生活はスハル

ト時代の方が良かった。」と過去を懐古する人々が多くなった。

インドネシアでは初めての国民の直接投票によって選出されたスシロ・バン

バン・ユドヨノ大統領は、2004年10月にこうした国民の期待を背負って就任

した。就任後、５ヵ月を経た現在、就任当初の熱気こそはないものの、国民か

らの支持は依然として高く、国際会議などでのプレゼンスも大きく、インドネ

シアの明るい前途には確かな手応えが感じられるようになっている。

本書は「インドネシア　再生への挑戦」と題し、1997年のアジア通貨危機

に端を発する「混乱の時代」における、経済、法制度、政治の流れを示すこと

で、ユドヨノ新政権の展望と課題を示したものである。読者層としては、イン

ドネシアの専門家や研究者はもちろんのことであるが、ビジネスや援助関係で

インドネシアに携わる人々やインドネシアについて学ぼうという学生の方々を

も念頭に置いている。文中、資料としての価値も考え、インドネシア語で表記

されている部分は少なくないが、本文に入る前の略語リストを活用すれば、そ

うした部分を読み飛ばしても十分理解できるようには配慮してある。このため、

インドネシアについては初めての読者でも、十分理解できるものと思われる。

内容的には、2004年の総選挙・大統領選など政治の動向や東アジアにおけ

る貿易・投資関係を含むマクロ経済、累積債務、財政といった問題に加え、石

iii



油・ガス、電力事情、知的財産、労働関連法、人材育成、輸送インフラなどホ

ットな経済問題・法制度の解説を加えた。また、地方分権化が進むなかで、産

業集積が顕著なブカシ県とカラワン県の分権化に焦点を充てる一方、電力事情

ではブカシ地域の電力供給企業であるチカラン・リストリンド社にも言及して

いる。日本との関連では、貿易、投資、援助におけるインドネシアと日本との

関係、さらにはインドネシア商工会議所などに加え、ジャカルタ・ジャパン・

クラブ（JJC）が中心となって行ってきたインドネシア政府との政策対話の過

程を紹介するなど、初学者でも入りやすい章を設けることで、できるだけ多く

の読者に関心をもっていただけるよう幅広いテーマを扱っている。したがって、

最初から最後まで通読する以外にも、関心のある部分だけを読むことも可能に

なっている。

なお、本書の各章の多くは、2004年３月に発行された、石田正美編『対イ

ンドネシア開発援助の現状と課題──日系企業のニーズの反映と累積債務問題

への対応』〔アジア経済産業開発分析事業平成15年度最終報告〕（独立行政法人 日本

貿易振興機構アジア経済研究所）を加筆・修正したものである。ただ、同報告書

はA４版400頁以上もの分厚いものである。その反面、注釈や参考文献の引用

などは詳細に記されており、本書と併せて参考にして頂ければ幸いである（ア

ジア経済研究所図書館並びにジェトロ・ビジネスライブラリー所収）。

先述の通り、本書はできるだけ幅広い読者層を対象としているため、従来か

ら当研究所が出してきた研究論文集よりは、一般書に近い専門書として位置付

けられよう。しかし、どこまでわかりやすく書かれているかに関しては、読者

の方々のご指摘・ご批判を仰ぐこととしたい。

最後に、本書を作成するにあたり、国内外での調査に快く応じて頂いた、ま

たは本書の内容にご助言頂いたインドネシア並びに日本の企業および政府関係

者、JETROジャカルタ・センターのスタッフの諸氏、そして査読などでご協

力頂いた執筆者以外のアジア経済研究所のインドネシア研究者の諸氏に心から

お礼を申し上げる次第である。また、多忙ななか原稿を執筆して頂いた執筆者

の方々、並びに出版・編集に際してご尽力いただいた（株）風行社の代表取締

役である犬塚満氏と伊勢戸まゆみ氏に感謝の意を表明したい。

2005年３月31日 編者記す
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